
＜NPO法人等の非農家等との連携を目標としている事例＞

○学校教育との連携による取り組み

１．集落協定の概要

市町村･協定名 北海道名寄市 名寄地域
なよろし なよろちいき

協 定 面 積 田（23％） 畑（8％） 草地 （69％） 採草放牧地
781ha うるち・もち米 麦・ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ等 牧草

交 付 金 額 個人配分 50％
3,272万円 共同取組活動 集落の管理体制に対する経費 4％

（50％） 農業生産活動等に対する経費 15％
農業生産活動等の体制整備に対する経費 30％
その他 1％

協定参加者 農業者 ２６８人、農業生産法人４戸

２．取組に至る経緯

当集落は、平成１２年度の中山間地域等直接支払制度発足時点から継続して取り組

んできている。

当集落では、有害鳥獣被害の増加、農業者の高齢化の進行、担い手の不足、並びに

圃場の老朽化による生産性の低下などの共通的な課題の解決を目指して、旧名寄市全

体を１つの集落とすることにより、多様な取組を展開している。

３．取組の内容

○有害鳥獣防止対策

電牧柵の設置による有害鳥獣被害の防止や鹿駆除の推進・猟銃や罠免許の新規取得

の推進を実施

○学校教育との連携

農業を子供たちに理解し興味を持ってもらい、後継者や担い手の育成につなげるこ

とができるように、多面的機能増進活動として、学校教育機関との連携による農業

体験学習を実施。

○農用地地力向上

圃場の老朽化等により、生産性の低下が懸念されているため、対象農用地の地力向

上を図ることを目的として、土壌改良材の共同散布を実施。

①電牧柵の設置状況 ②農業体験学習の状況



［集落の将来像]
○有害鳥獣対策 電牧柵の設置等による農作物への被害を防止を図る。
○担い手の育成・確保 農業研修等を開催し、担い手の育成・確保を図る。
○多面的機能増進活動 学校教育との連携による農業体験学習や農村景観の美化を図る。
○生産基盤の向上 生産性の低下した圃場の地力向上を図る。

［将来像を実現するための活動目標]
○有害鳥獣対策 電牧柵の設置（目標：12km）
○学校教育との連携による農業体験学習（目標：7校）

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農用地見回り 年２回 花壇整備活動 10地区 有害鳥獣対策
電牧柵設置

共同取組活動 共同取組活動 H18～H21 30km実施
目標 必要な箇所へ設置

駆除・狩猟免許の推進
水路農道管理 年2回 廃棄物適正処理

○廃自動車農機具回収 共同取組活動
共同取組活動 ○廃プラスチック処理

H21 112t
農用地地力向上

共同取組活動 対象農用地781haへ土壌改
良材を共同散布

学校教育との連携
小中学校6校 保育所1校 集落会館清掃 7地区 共同取組活動

共同取組活動 共同取組活動

○地域の小中学校（連絡・計画）と地域の農業者（指導）が連携して農業体験学習を
実施し、農業に対する理解や興味を深め、後継者や担い手の育成につなげ、多面的機
能の発揮を図る。

４．取組による変化と今後の課題等

有害鳥獣対策、担い手の育成・確保、生産性の高い圃場の確保に向けて活動を実施

してきたが、有害鳥獣対策や担い手の育成・確保についてはより効果的な活動を実施

していく必要がある。また、農村景観の美化活動についても、今後継続して美しい景

観を維持していく必要がある。

［平成21年度までの主な成果］
○有害鳥獣防止対策 電牧柵の設置（当初0m、目標12km、H21実績30km）

罠免許取得 （当初0名、目標10名、H21実績12名）
○学校教育との連携 （当初0校、目標7校、H21実績6小中学校1保育所）
○農用地地力向上 （当初：各戸で対策、H21実績781ha）



＜NPO法人等の非農家等との連携を目標としている事例＞

○小学校と連携した農業体験学習の実施

１．集落協定の概要

市町村･協定名 北海道石狩市 別 狩・下発足地区集落組合
いしかりし べつかり しもはつたりちくしゆうらくくみあい

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
85ha 米･麦･ソバ･その他

交 付 金 額 個人配分分 50％
679万円 共同取組活動分 農用地に関する事項（法面管理等） 11％

（50％） 水路・農道等の管理 27％
多面的機能を増進する活動（集会所周辺の美化清掃） 1％
農用地等保全体制整備（マップ作成・鳥獣害対策） 1％
農業生産活動の継続に向けた活動（担い手育成・体験学習） 1％
その他の活動（役員報酬・事務費等） 8％

協定参加者 農業者11人 、水利組合3（構成員19人）

２．取組に至る経緯

当集落では水稲主体の農業経営を営んでいるが、米価の低迷による兼業化や米の生産調

整、農業者の高齢化により、今後、耕作放棄地の広がりが懸念される。そこで、農業者全

体で農地の在り方について話し合い、適地適作品目の検討、機械・農作業の共同化・農作

業の受委託等を行い、農地の保全とその有効利用を図るための活動を行うこととした。

３．取組の内容

【農業生産活動等】

◆畦・農地内の雑草刈り作業

◆融雪剤散布機購入の積立

◆共同利用機械の補修

◆集落内の水路清掃作業・用水路補修 集落内の共同用水草刈り作業

◆農道の草刈り作業

◆共同用水保全活動（３水利組合への委託）

◆集会所周辺の美化・清掃作業

【農業生産活動等の体制整備】

◆農用地等保全マップの作成

◆鳥獣害防止対策（アライグマ捕獲罠の設置）

◆小学校と連携した農業体験学習の実施 集会所周辺の草刈り作業

農業体験学習①（田植え） 農業体験学習②（稲刈り） 農業体験学習③（籾すり）



［集落の将来像］
当集落では、農業者の高齢化などにより、今後、耕作放棄地の広がりが懸念されることから、担い

手を柱とした農業生産活動等の体制整備を図る。

［将来像を実現するための活動目標］
○集落において適作品目の検討
○農業機械・農作業の共同化や作業受委託（効率的な生産体制確立）
○集落での話し合いを活発化し集落機能を高める（集落内農地の保全）
○集落組合を中心とした農業生産基盤の維持管理

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作管理（田85ha） 農村景観の整備 農用地等保全体制整備
集会所周辺の美化・清掃 ・農用地保全マップ作成

個別対応 ・草刈清掃作業（年2回）
共同取組活動

共同取組活動
水路・農道の管理
・水路清掃草刈（年5回） 鳥獣害防止対策
・農道草刈 （年2回） ・アニマルトラップ設置

（アライグマ駆除）
共同取組活動

共同取組活動

農地法面の定期点検
（随時） 学校教育との連携 担い手への農作業受委託

・農業体験学習の実施 ・そばの収穫･乾燥･調整
共同取組活動 （田植え、稲刈り等） （目標10ha）

共同取組活動 共同取組活動

４．取組による変化と今後の課題等

共同取組活動を通じて、集落全体で守るべき農用地に対する共通認識が生まれると

ともに、農村景観の整備向上及び多面的機能の増進が図られた。

また、学校教育との連携により、食と農業に対する地域の子どもたちの理解が一層

深まってきている。

今後は、将来的な担い手の育成が課題であり、後継者の確保に向けた継続的な取組

が必要である。

［平成21年度までの主な成果］
○担い手への農作業受委託（そばの作業受委託）
・H21目標：協定農用地面積の10％以上の農作業受委託実施
・当初：0.0 ha 目標：10.0 ha（11.5％） H21実績：10.8 ha（12.4％）

○生産基盤の維持管理（用水路の維持管理）
・3水利組合への継続的な委託管理実施



＜機械・農作業の共同化を実施している事例＞

○稲わらを利用した循環型農業への取り組み

１．集落協定の概要

市町村･協定名 北海道石狩市 浜益
いしかりし はまます

協 定 面 積 田（99％） 畑（1％） 草地 採草放牧地
258ha 米､麦､牧草､ソバ

交 付 金 額 個人配分分 50％
2,080万円 共同取組活動分 農地・農道・水路の点検整備 0％

（50％） 多面的機能増進活動 6％
生産性収益の向上・担い手の育成 40％
事務費その他 4％

協定参加者 農業者 ７５人

２．取組に至る経緯

本地域は、極めて小さな一戸当たりの経営面積、高い高齢化率、後継者不足や後

継者を含めた兼業化の進展、米価の低迷など生産条件の後退が著しく、営農意欲の

減退と集落活力の低下が見られ、農業振興上大きな課題となっている。

今後は、このような状況からの脱却を目指すため、作業効率向上のための農業機

械の共同利用の推進、作物生産環境の改善のための生産基盤整備の推進や労働力不

足の解消のための作業受委託の推進等を、これまで以上に集落の総力を結集し、新

たな発想と工夫、実践を駆使した中で進めていく事が必要である。

３．取組の内容

○生産基盤整備の実施（農道整備 目標362ｍ、用水路の改善 目標20km）

○作業受委託の推進（当初53ha 目標73ha（協定農用地面積の28％））

○農業機械の共同作業・利用による営農の効率化・低コスト化

（当初18ha 目標45ha（協定農用地面積の17％））

○担い手の育成（研修会開催 年１回、パンフレット等による啓発）

○自然生態系の保全に関する学校教育との連携

（体験学習（アスパラ収穫等）の実施 未実施→年１回）

○稲わらの回収・堆肥づくり

○農村景観の整備（花壇整備・廃プラ処理）

景観作物の作付（地区施設等での花壇整備） ほ場からの稲わら回収作業



［集落の将来像］
当集落は、稲作を中心として、畑作、肉用牛、果樹を取り入れた複合経営及び転作田を活用した施

設野菜等の生産に取り組んでいる。
しかしながら、一戸当たりの経営面積がきわめて些少であり、専業農家の占める割合も低く、後継

者を含めた兼業化の進展、米価の低迷など生産条件の後退が著しく、農業振興上大きな課題となって
いる。
このような現状からの脱却を目指し、当集落を将来にわたり維持・発展していくため、農作業効率

化のための農業機械の共同利用の推進、作物生産環境の改善のための生産基盤整備の推進、労働力
不足を解消するための作業受委託の推進などに取り組んでいく。

［将来像を実現するための活動目標］
○作業の効率化のための農業機械の共同作業・利用の推進
○作物生産基盤環境改善のための生産基盤整備の推進
○労働力不足を解消するための作業受委託の推進

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作管理（田258ha） 廃プラ処理 機械・農作業の共同化
（6t/年1～2回） （18ha（7％）実施、目標45ha）

個別対応 景観作物の作付け 新規就農・認定農業者の育成
（学校･各会館等への花 （研修会等の実施 年1回）
壇へ景観作物として花 一斉防除の実施

水路・作業道の管理 苗を約3,400本作付け） （機械・農作業の共同化による
（水路清掃 年2回） 海浜美化事業 一斉防除で病害虫の駆除、水
（道路草刈 年2回） （小･中・高生等と合同 稲 300ha、果樹1.3ha毎年実施）
農地法面の定期的な点検 海浜清掃を年1回実施） 自然生態系の保全に関する学校
（年1回及び随時） クリン農業の推進 教育との連携
稲わら回収･堆肥づくり事業 （田んぼの畦などﾊｰﾌﾞ苗 （小中学校における体験学習の
（75～110ha/年回） を年3～4,000本移植） 実施（ｱｽﾊﾟﾗｶﾞｽの収穫等））
（15～20t/年）
鳥獣害防止対策 共同取組活動 共同取組活動
（ｼｶの食害防止点滅ﾗｲﾄの設
置、ｱﾗｲｸﾞﾏ罠設置）

共同取組活動

集落外との連携
○地区婦人会、小中学校・高等学校の児童生徒の参加（景観作物の作付け、海浜池の清掃）

４．取組による変化と今後の課題等

○農業生産活動等においては、鳥獣害防止対策でのアライグマ罠購入等を検討し

ているほか、土壌改良事業（堆肥まき事業）の実施を予定している。

○農業生産活動の体制整備では、機械・農作業の共同化をより一層進めていく。

［平成21年度までの主な成果］
・農業生産活動等については、農地法面の安定化をはじめとして、ほ場等の崩壊防止に努めた。また、
稲わら回収・堆肥づくり事業は年々増加しており、環境に配慮した農業生産活動が行われている。
・多面的機能増進活動については、廃プラ処理・景観作付け・海浜美化事業・クリ－ン農業の推進等
の実施によって、地域全体が一体となって美化活動に努めた。

・農業生産活動の体制整備では、一斉防除事業を年２回実施し、病害虫駆除による収量安定を図った。



＜高付加価値型農業の実践を行っている事例＞

○地域農業の再生を目指した新規作物の導入活動等

１．集落協定の概要
ぐん おとべちょう おとべにし

市町村･協定名 北海道爾志郡乙部町 乙部
協 定 面 積 田（44.8％） 畑（55.2％） 草地 採草放牧地

124.8ha 水稲・そば 大豆・野菜 － －
交 付 金 額 個人配分 － ％

703万円 共同取組活動 農業生産活動等に係る経費 64.1％
（100％） 農業生産活動等の体制整備に係る経費 33.4％

集落の管理体制に係る報酬 2.0％
その他の経費 0.5％

協定参加者 農業者 27人、農業生産法人 2組織

２．取組に至る経緯

農協の広域合併により、農協と農業者が疎遠になるとともに、明確な販売戦略もな

く、将来の目標が描けない状況で、農業者は大きな不安を抱えていた。

このため、町は早急に地域農業の再生化を推進することとし、農産物の専門卸売商

社への生食用野菜の販売や納豆会社との契約栽培で種子増殖に取り組むこととした。

３．取組内容

販路の確立と消費者ニーズに即した契約栽培を実施するため、平成１７年度からブ

ロッコリーや小粒黒大豆の栽培を開始した。

その際に必要な施設や機械の整備は、北海道や町の補助金を利用するとともに、大

豆の選別機等は中山間地域等直接支払交付金を活用して導入した。

また、害獣（熊等）による被害が多発していたので、同交付金により捕獲罠を製作

し、設置することとした。

ブロッコリーの選別 熊捕獲用箱罠



［集落の将来像］
・ 生産の担い手等の育成確保の推進
・ 農業生産の組織化の推進
・ 新規作物の導入による生産規模の拡大、契約栽培による農業生産額の向上

農業生産活動の体制整備［将来像を実現するための活動目標］
・ 生産の担い手等の育成確保の推進
認定農業者：3名増 農用地等保全体制整備

・ 農業生産の組織化の推進 ・ 農地、農道及び水路の補修
生産組織：1組織増 ・ 害獣（熊、狐及び狸）捕獲罠の設

・ 新規作物の導入・契約栽培による農業生産額の向上 置
売上目標：3千万円

共同取組活動
［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動
生産の担い手の育成確保

簡易な基盤整備 地力増進 ・ 認定農業者制度の啓蒙
・ 農用地整備等 2カ所 ・ 堆肥の散布 40ha ・ 農地流動化の推進
・ 農用地の草刈 年2回 ・ 土改材の散布 7ha

・ 緑肥の作付 20ha 共同取組活動
共同取組活動

共同取組活動
農業生産の組織化

水路・農道の管理 ・ 懇談の場の設定
・ 農道の草刈 年1回 環境向上 ・ 栽培技術（営農指導）の強化
・ 水路の草刈 年1回 ・ 非農家との連携（花
・ 水路の泥上 年1回 いっぱい運動） 共同取組活動

共同取組活動 共同取組活動
新規作物の導入、契約栽培による生
産額増
・ 平成17年にブロッコリー、種子用
小粒黒大豆を新規導入

共同取組活動

４．取組による変化と今後の課題等

・ 契約栽培による価格安定により、農業者の生産意欲の向上と自信が高まり、遊

休農地の改善、輪作体系の確立、担い手の定着及び農業経営の安定等に大きな効

果を上げた （乙部の成功を契機として、現在、市場出荷向けのブロッコリー栽培。

が、檜山北部・南部を中心に拡大している ）。

害獣を多数捕獲でき、出没や被害が激減した （平成２１年は３頭捕獲）。

・ 集落マスタープランの目標は既に達しているが、更なる発展・拡大ができるよ

う実施内容の充実を図りたい。

［平成21年度までの主な成果］

○ 農用地等保全体制整備（農地及び農道・水路の補修：18カ所、2.3ha、2,400ｍ実施済）

（害獣（熊、狐及び狸）捕獲罠の設置：15基）

○ 生産の担い手等の育成確保の推進（認定農業者数：当初5名、目標8名、H21実績8名）

○ 農業生産の組織化の推進（組織数：当初0、目標1、H21実績2）

○ 新規作物の導入・契約栽培による農業生産額の向上（売上金額：当初0円、目標3千万円、H20実績

1億円）



＜地場産品の加工・販売を実施している事例＞

○地場産品の付加価値向上で農業生産活動の継続へ

１．集落協定の概要

市町村･協定名 北海道上川郡当麻町 第 2
かみかわぐんとうまちょう だいに

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
14ha 水稲･野菜･牧草

交 付 金 額 個人配分 0％
288万円 共同取組活動 集落各担当者の活動に対する経費 2％

100％ 農業生産活動等に関する経費 10％（ ）
農業生産活動等の体制整備に対する経費 74％
その他（事業実施積立金） 14％

協定参加者 農業者 2人、農業生産法人 1法人

２．取組に至る経緯

当集落は当麻町の東部に位置し、JR当麻駅より車で10分の距離にある。強粘土と石が

らの多い土質が広がり、町内でも際立って急傾斜の法面が多い水田地区である。また、

所々農地への出入口や農道が狭いため作業効率が悪く、生産性・収益性が低い。地域全

体の高齢化も進んでおり、農用地の荒廃が進んでいる。

このため、農作業効率・収益性を高め、将来にわたって持続的な農業生産活動等を可

能とするため取組むこととした。

３．取組の内容

・共同利用機械の導入による省力化

法面農道等の草刈を容易にするため、トラクターと脱着式ブームモアを導入

・農産加工施設の設置

地場産米や大豆を主体としたこうじ・みそ加工施設を設置し、製造・販売を実施

・農業体験農園、若者との交流会を開催

地域の高齢化を抑制するため、研修生を積極的に受け入れ、また、70aの農業体

験農園を作り、若者との交流会を企画し開催

ブームモアでの草刈作業 農産加工施設でのみそ仕込み作業



［集落の将来像]
○ 農作業効率を高めるため、トラクター等の重機の移動を容易にする農道整備
○ 景観対策のための草刈徹底のため、ブームモアと中古トラクターの導入
○ 収益性を高めるための地場産品付加価値向上に、加工施設の設置
○ 都市との交流、若者が集う機会を作るため農業体験・交流の場を設定

［将来像を実現するための活動目標]
○ 共同利用機械の導入による草刈の省力化
○ 米こうじ・みその加工販売
○ 都市・若者との交流
［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 対象農地周辺の環境美化 機械農作業の共同化
（ゴミ拾い等） ブームモア・トラクター導入

個別対応
共同取組活動 共同取組活動

水路・作業道の管理
・水路 清掃 年1回 地場産品生産物等の加工・販売

草刈り年2回 農業生産活動の体制整備 農産加工施設建設（こうじ20
、 ）・農道 見回り（定期） kg みそ100kgの製造・販売

補修･草刈（随時） 農地法面、水路、農道等
補修･改良 共同取組活動

共同取組活動 (必要箇所の補修･改良、
農道3,150㎡の砂利敷等)

（ ）研修生等の受け入れ 目標1名
農地法面の定期的な点検 共同取組活動 農業体験農園の設定（70ａ）

（随時） 若者との交流(交流会開催）

共同取組活動 共同取組活動

４．取組による変化と今後の課題等

地域の高齢化・担い手不足の中、共同作業機の導入により草刈作業の省力化ができ、

効率的な作業が行えるようになった。また、加工施設の建設により、今後、付加価値を

付けた特産加工品の販売が行えるようになることから、収益の向上に期待が高まる。

今後、特産加工品の販売継続のために新たな販路開拓も必要である。また、担い手の

育成・確保が課題であるため、研修生の受け入れや農業体験への受け入れの継続が必要

である。

［平成21年度までの主な成果］
○ 農業体験・都市との交流（当初0件、目標：交流会開催、H20実績：交流会3件開催）
○ 研修生の受け入れ（当初0名、目標1名、H19実績1名）



＜新規就農者の確保又は認定農業者の育成を目標としている事例＞

○研修宿泊施設の整備による担い手の育成確保

１．集落協定の概要

市町村･協定名 北海道枝幸郡枝幸町 枝幸地区
えさしぐんえさしちょう え さ し ち く

協 定 面 積 田 畑 草地（100％） 採草放牧地
4,818ha 牧草

交 付 金 額 個人配分分 50％
7,227万円 共同取組活動 集落の管理体制 11％

（50％） 農業生産活動等 0％
農業生産活動等の体制整備 39％

協定参加者 農業者 83人、農業生産法人 ４法人

２．取組に至る経緯

近年、様々な理由から離農が進んでおり、また、経営規模拡大及び高齢化等からな

る労働力不足が懸念され、農業の安定的持続に向けた後継者の育成や新規就農者の受

入及び、既存農業者の技術向上等が求められてきた。このことから、担い手等の育成

のための研修システムの確立及び、農作業の分業化による労働力の確保のため、農作

業受託組織、育成牛の預託システムの体制整備等を図ると共に、酪農に対する理解を

深めるため、学校との連携を図ることとした。

３．取組の内容

食品の加工や宿泊等も可能な研修施設として、酪農振興センターを平成18年度に設

立し、農業者に対する研修や講習会の実施により、新規就農者の安定的な確保や認定

農業者の育成に努めている。

多面的機能増進活動としては、集落に参加している農家による町内の小学生を対象

とした酪農体験学習を行う等、地域で開催されるイベントにも積極的に参加し、地元

の住民との交流も積極的に行っている。

また、酪農振興センターを活用した地域子供会等のリーダー研修の受入や、食品加

工研修等の取組みを通じて、農業・農村に対する理解を深めてもらえるよう活動して

いる。

研修会開催状況 酪農体験学習



〔集落の将来像〕
今後、農業後継者の育成及び、法人化等の推進すると共に、農作業の分業化を進め、また家族経営

者や高齢な農業者についてもゆとりある農業経営を行い、一層農業の発展を図る。

〔将来像を実現するための活動目標〕
・生産性の低下した草地の改良整備
・農業支援組織等の活用による労働負担の軽減

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能の発揮 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 学校教育との連携 集落を基礎とした営農組織の育
（草地 4,895ha） ・インターンシップ及び農 成活動

業体験等学習受入実施 ・作業機械の導入により作業受
託の実施

個別対応 共同取組活動
共同取組活動

水路・作業道の管理 担い手の育成
・作業道 草刈り ・新規就農者及び農業研修生の
（年２回及び随時） 研修宿泊施設の整備

・認定農業者の育成(1名以上)
共同取組活動 ・酪農体験ツアーの実施

共同取組活動

生産性の低下した草地の
改良整備
・草地改良面積(200ha/年)

共同取組活動

４ 取組による変化と今後の課題等

各種研修会を実施することにより、認定農業者は計画を上回る増加をしている一方、

今後、さらなる農業者の高齢化等による担い手の不足が予測され、安定的な営農を行

うために、十分な労働力の確保が必要となる。このことから、農作業受託組織の設立

が急務の課題ではあるが、農作業を受託する上で、マネージメント等が大きな負担と

なっており、支援組織のあり方について検討を早急に進めて行かなければならない。

［平成21年度までの主な成果〕

○生産性の低下した草地の改良整備

（草地改良面積 実績： 50ha／年 目標：200ha／年）

○農業支援組織等の活用による労働負担の軽減

農作業受委託体制整備への支援

堆肥散布作業の実施（機械銀行等）

（利用状況 平成17年 11戸105ha 平成18年 14戸156ha 平成19年 10戸105ha

平成20年 16戸178ha 平成21年 20戸270ha）



＜新規就農者の確保又は認定農業者の育成を目標としている事例＞

○認定農業者の育成を通じた多面的集落機能の維持

１．集落協定の概要

市町村･協定名 北海道紋別郡興 部 町 興 部 町ＡＤ連 合会
もんべつぐんおこっぺちょう おこっぺちょう れんごうかい

協 定 面 積 田 畑 草地（100％） 採草放牧地
5,422ha 牧草

交 付 金 額 個人配分 47％
8,134万円 共同取組活動 集落の管理体制に係る経費 2％

53％ 農業生産活動等 23％（ ）
農業生産活動等の体制整備 28％

協定参加者 農業者94、農業生産法人9、生産組織7、非農業者組織1

２．取組に至る経緯

・経営者の高齢化や後継者不在により経営を離脱する農家が増加し、農家数の減少

に伴う一戸当たりの経営規模拡大に起因する家族経営内の労働力不足が深刻化し

つつある。また今後も離農が進むと離農跡地などの荒廃化が進む恐れがあり、農

村が有する多面的機能の低下につながることも懸念されている。

・耕作放棄地の発生を防止し、将来にわたって持続的な農業生産活動等を可能とす

ることにより、集落の持つ多面的機能の確保を図る。

３．取組の内容

・経営者の高齢化や後継者不在による耕作放棄地の発生防止のため、担い手（認定農

業者）の育成・確保などが、集落の持つ多面的機能の維持・確保と認識し、経営改

善計画の作成を促進し、担い手の育成・確保に取り組んでいます。

・新規就農者の誘致促進を図るため、実習又は研修に従事する者の宿泊施設を整備し

担い手の育成・確保に取り組んでいます。

・担い手農家の労働力不足の軽減を図るため、農作業受委託の促進に取り組んでいま

す。

・農業者と非農業者が共同で環境保全に資する植林を行い、連携・交流が一層深まる

よう取り組んでいます。

非農業者との連携（植林） 研修生・実習生等の担い手確保 農作業受託による収穫作業

（研修センター整備）



［集落の将来像]
○農業経営に意欲のある担い手農家（経営体）の育成・確保を推進する。

。○家畜ふん尿を利活用した資源循環型農業や廃プラスチックなどを適正処理する環境保全型農業を推進する
○担い手の労働力不足と経営効率の向上を図るため、農作業の外部委託化を推進する。

［将来像を実現するための活動目標]
○地域農業の担い手を積極的に認定農業者化へと誘導し、中長期な地域の農地需給予測に基づき利用集
積を図る。
また、農村活力の低下を防止するため、新規就農者等の担い手定着化に向けた取組みを行う。
［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活 農業生産活動の体制整

農地の耕作・管理(草地5,423ha 廃プラスチックの適正処理 担い手への農作業の委託 2,343ha)） （
（春・秋年2回）

個別対応 共同取組活動 共同取組活動

水路・農道・作業道の管理 農村景観整備 担い手育成の取組
・水路3.0km、年1回 ・廃屋の処理 17棟 認定農業者の育成

清掃、草刈り （当初39、目標59、現状76）
・農道8.0km、年1回 草刈り 共同取組活動 研修生・実習生等の担い手確保
・作業道 補修整備 研修センター整備

共同取組活動 非農業者との連携 共同取組活動
植林 年1回

獣害防止対策 共同取組活動
エゾシカ駆除 307頭

共同取組活動

集落外との連携
○非農業者（漁業者、漁業関係者、町内中学校の生徒）と共同で植林
の実施

４．取組による変化と今後の課題等

・集落の将来に対する意識の向上や話し合いが活発に行われるようになり、集落内の

農家間の連帯感が深められた。

・鹿などによる農業被害が多くなってきており、牧草等の食害防止対策が課題となっ

ている。

［平成21年度までの主な成果]
・ 認定農業者の育成（当初：39人、目標：59人、Ｈ21：76人）
・ 認定農業者への農地利用集積（当初：2,463ha、目標：3,809ha、H21：4,825ha）
・ 農作業の委託（当初：962ha、目標：1,100ha、H20:2,343ha）
・ 非農業者との連携 （目標：40名、H20：80名、H21：120名）



＜その他、取組に特徴のある事例＞

○鳥獣の保護活動（丹頂保護活動）

１．集落協定の概要

市町村･協定名 北海道阿寒郡鶴居村 鶴居地区
あかんぐんつるいむら つ る い ち く

協 定 面 積 田 畑 草地(100％) 採草放牧地
4,051 ha 牧草
交 付 金 額 個人配分 50％
6,076万円 共同取組活動 総務一般管理 4％ 農道、水路管理 2％

50％ 環境整備 2％ 共同作業推進 38％（ ）
農家子弟支援 1％ 都市住民交流 1％
鳥獣保護活動 1％ 廃ラップ処理他 ％1

協定参加者 農業者 59人、生産法人 5 農業協同組合 1 その他 5

２．取組に至る経緯

・担い手の高齢化、経営規模拡大から家族労働だけでは十分な農作業が行えない状況

にあり、共同作業を行うトラクター利用組合体制による効率化とコスト削減を目指

すこととした。さらに、農場や地区集会場周辺はじめ農道や排水路周辺の環境整備

や景観保全を実施し、環境や景観に配慮した農業経営を展開している。

・このような中、村鳥で特別天然記念物の丹頂が多く生息する本村においては、給餌

場の確保と環境整備を含めての保護活動も強化を必要とするところである。

昨今、各地域ではエゾシカによる被害が問題となっているが、丹頂による被害につ

いても皆無ではない。このため、丹頂の給餌場の確保や繁殖地周辺の環境整備によ

って保護活動の強化を図りながら、併せて農業への影響も最小限に抑える事にも目

を向け、集落としての共同取組活動として実施することとなった。

３．取組の内容

・遊休農用地の活用による丹頂の繁殖地や給餌場の確保のため、草地と隣接する丹頂

生息地周辺の環境整備の実施。具体的には雑木他の伐採、撤去作業と給餌場周辺の

環境整備を実施した。

雑木の撤去や給餌場周辺の環境整備により、丹頂の繁殖地確保と給餌場周辺の環境

整備が図られた。

村鳥「タンチョウ」 繁殖地確保の為の雑木撤去作業



［集落の将来像]
鶴居村は釧路湿原国立公園に隣接し、傾斜地が多いなどの立地特性から、農業生産活動を通じ国土の

保全、水源のかん養、良好な景観形成等の機能を発揮している。しかしながら、担い手の高齢化や経営
規模拡大の為、戸単位では十分な農作業が行えない状況にあり、共同作業実施等による効率化とコスト
削減を目指す。
環境や景観にも配慮し、農場や地区集会場周辺はじめ農道他周辺の環境整備と景観保全をし環境と調

和した農業経営を図っていく。村鳥で特別天然記念物の丹頂が多く生息する本村においては、給餌場の
確保と環境整備を含めての保護活動も強化が必要である。
また、消費者から食品の安心・安全も問われている昨今、集落が一体的にこれらの課題克服と自立的

な農業生産活動の継続の為に、農作業の共同化や担い手確保他の課題克服をし生産性と収益の向上他、
多面的機能の増進を図り、集落の結束と活性化を図る。

［将来像を実現するための活動目標]
①農作業に係る機械・農作業の共同化の推進 ②鳥獣の保護活動
③農村環境保持のための環境整備 ④農家子弟に対する花嫁支援
⑤土地資源に立脚した農業の推進 ⑥安全・安心な生乳の生産

［活動内容］
農業生産活動 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理 鳥獣保護活動 農作業の機械・共同化の推進

耕作放棄抑止の為、賃借権設 丹頂給餌場、繁殖地確保 飼料収穫作業の共同化
定や農作業委託 利用組合への加入促進

農村環境保持のための整備 集落周辺の環境整備 花嫁対策など農家子弟への支援

農道の清掃や草刈り及び簡易 集落周辺清掃・花壇整備 各種企画に参画、パートナーの
補修 獲得
水路の清掃、草刈り台風等の
降雨後の見回り 都市部市民との交流

草地更新
他集落との連携による修
学旅行生酪農体験受入 自立更新助成

収量向上、良質粗飼料確保

○鶴居村タンチョウ愛護会との連携により保護活動を実施集落外との連携

４．取組による変化と今後の課題等

丹頂の保護活動に、集落として参加する事により 「農業と環境の共同」への意識高、

揚が図られた。また、都市部市民との交流については、修学旅行生の受入により集落

の活性化にも一定の効果が得られた。なお、花嫁対策について、後継者等の意識は高

く積極的に活動してるが、実際に結婚まで結びつくことが難しいのが課題である。

[平成21年度までの主な成果]
○飼料収穫作業の共同作業面積(当初3,802ha、目標3,900ha、H21実績3,918ha)
○鳥獣保護活動(当初800羽、目標800ha、H20実績1065羽、H21実績724羽)



＜その他、取組に特徴のある事例＞

○牛乳処理水等排水処理に対する取組

１．集落協定の概要

市町村･協定名 北海道野付郡別 海 町 別 海 町
のつけぐんべつかいちよう べつかいちよう

協 定 面 積 田 畑 草地(100％) 採草放牧地

57,038ha 牧 草

交 付 金 額 個人配分 30％

85,557万円 共同取組活動 集落の管理体制にかかる報酬 1％

70％ 農業生産活動等 25％（ ）

農業生産活動等体制整備 38％

その他 6％

協定参加者 農業者 797人、生産組織 7組織、農業生産法人 66法人

２．取組に至る経緯

酪農・畜産経営において、牛乳処理水等は排水処理に必要な施設設置に係る負担

が大きいことなどから、浄化対策が進んでいない状況にある。しかしながら、環境

負荷や漁業資源等への影響が懸念されることから、酪農業に起因する環境負荷を最

小限にとどめることを目的として、畜舎排水の浄化対策が求められている。

このことから、酪農畜産業で発生する環境負荷を軽減し、健全な農村環境を維持

するため、別海町内農家の畜舎で発生する牛乳処理排水等に対する浄化対策のモデ

ル的な取り組みについて、一層の効果発現と周辺農家に対する浄化施設の啓蒙を図

るため、畜舎排水助成事業を実施する。

３．取組の内容

雑排水対策は、平成19年度～21年度の3ヵ年モデル事業として実施している。

まず、協力農家を選定、地元モデル（補助率：1/2補助で上限2,000千円）根釧農

試モデル・その他（補助率：1/3補助で上限1,000千円）を実施し、平成19年度～21

年度の３ヵ年で121戸を整備した。

雑排水処理施設（左：根釧農試モデル・右：地元モデル）



［集落の将来像]

○ 今後の酪農畜産の安定には、これまで以上の品質向上、生産コストの低減を図り、体質の強い経営体

、 、 、が求められることから 本町では 農業が職業として選択し得る魅力とやりがいがあるものとなるよう

未来の農業経営の発展の目標を明らかにし、効率かつ安定的な農業経営を育成する。

［将来像を実現するための活動目標]

○ 環境に配慮した耕地防風林の整備

・町内主要河川に対する環境を考慮し、植林を実施する。(未実施→50ha)

○ 認定農業者の育成・新規就農者の確保

・地域内における農業経営基盤強化のための認定農業者の育成。(554戸→680戸)

・別海町研修農場に研修生を受入し、新規就農者の確保を図る （0戸→10戸)。

［活 動 内 容］

農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

草地整備改良事業 河川周辺植林 臭気対策事業

(50ha×4カ年) （町内主要河川） （18年度～21年度)

共同取組活動 共同取組活動 共同取組活動

エゾ鹿有害駆除

(20年度～21年度)

共同取組活動

雑排水処理施設助成

(個別完結型)

20年度～21年度)

共同取組活動

集落外との連携

○別海町では毎年植樹祭を開催しており、町内農協、漁協職員、各組合員、女性部、

高校、中学校、ロータリークラブ、建設業協会、町内会連絡協議会等との連携の上、

植樹を実施している。

４．取組による変化と今後の課題等

農用地の維持管理による耕作放棄地発生の未然防止、農道等のゴミ・空き缶拾い等の

景観や環境に配慮した取組を実施している。また、生産性収益の向上・担い手の育成・

多面的機能の発揮等、大きな効果が得られている。

今後も、参加農家が自ら考え工夫し、活発な話し合いを通じて地域の課題を解決する

取組を行っていく。

［平成21年度までの主な成果］
○環境に配慮した耕地防風林の整備（当初0ha、目標50ha、H21実績65.51ha）
○認定農業者の育成（当初554戸、目標680戸、平成21実績793戸）
○新規就農者の確保(当初0戸、目標10戸、平成21実績15戸)



＜都市住民等との交流を実施している事例＞

○標津町植樹祭への参加

１．集落協定の概要

市町村･協定名 北海道標津郡標津町 標津
しべつぐんしべつちよう しべつ

協 定 面 積 田 畑 草地（100%） 採草放牧地
11,338ha 牧 草
交 付 金 額 個人配分 47.4％
17,006万円 共同取組活動 集落の各担当者の活動に対する経費 2.2％

52.6％ 農業生産活動等に対する経費 40.0％（ ）
農業生産活動等の体制整備に対する経費 1.8％
その他 8.6％

協定参加者 農業者 158人 生産組織 5 農業協同組合 1

２．取組に至る経緯

農業を取り巻く環境は大きな転換期を迎えている一方で、規模拡大による過重労働

や河川環境への負荷の増大、さらには後継者不在や不慮の事故等による農家戸数の減

少とこれに伴う農村地域の活力低下への懸念など多くの課題を抱えている。

こうした中で、本町の農業を衰退させることなく、さらに発展させていくためには、

「資源循環酪農」を基本に「安全・安心」な食料生産体制の構築と「環境との調和」

を重視した持続可能な農業・農村づくりなど、時代の要請に着実に対応しながら農家

経済の安定化と農村社会の健全な維持を図ることが必要である。

このことから、集落が一体となった取組により効果的に推進し、経営の体質強化と

地区全体の生産条件の底上げや農村地域活力の向上を図る。

３．取組の内容

、 。 、本集落は 地形上大小河川が多く汚濁等による影響が危惧されている このことから

環境との調和を重視した持続可能な農業・農村づくりのため、農業・水産業・商工業関

係者等の連携により河畔林造成のための植栽を実施している。

標津町植樹祭（ヤチダモ、ハルニエ他5種類の苗木を植栽。農業、水産業、商業関

係者等約340人参加）



［集落の将来像]
豊かな自然と土地基盤に支えられた持続的な資源循環型酪農の確立を基本理念として、限られた農

地において耕作放棄地を発生させることなく、家畜排泄物を最大限に利用するとともに、草生環境を
。 、 。推進しながら多面的機能の確保を図る また 地域を担う農業者を育成することにより活性化を図る

［将来像を実現するための活動目標]
○健全な自給飼料基盤の確保
○農業生産力と農村社会の維持・発展を図る農家後継対策の推進
○安全・安心な生乳生産体制の整備
○自然環境を育む農村活動の推進

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・保全管理 廃屋、機械の解体撤去 鳥獣害駆除（エゾシカ）
草地（11,671ha） （3棟） （299頭実施、目標275頭/年）

個別対応 共同取組活動 共同取組活動

草地の整備 河畔林の植栽（非農家と 家畜衛生対策（疾病予防対策
（184ha実施、目標年平均232 の連携） 牛5種不活化ワクチン接種、2
ha） 0,900頭実施、目標18,500頭/

共同取組活動 年）
共同取組活動

共同取組活動

作業道等の管理
年1回清掃、草刈り

共同取組活動

集落外との連携

標津町では、植樹祭を開催しており、農業関係者、水産関係者、商業関係者等と連携を取り植樹を実

施している。

４．取組による変化と今後の課題等

中山間地域等直接支払交付金を活用した酪農業の基礎となる草地の計画的な更新に

よる良質な粗飼料の確保、そして、乳用牛の疾病予防のワクチン接種、牛舎消毒など

の実施による疾病の減少により生乳生産量が増加したと考えられる。

また、農家の方、非農家の方が一体となって参加した河畔林の造成などに取り組ん

だことにより環境との調和の必要性に意識を持ち始めた。

新規就農者については、17年度からの取組で２人就農したが、持続的な農業・農村

づくりや自給率向上のため農業の担い手の確保に向けた取り組みが今後も必要である。

［平成21年度までの主な成果］

○廃プラスチック共同処理対策（回収目標110,000㎏/年、Ｈ21実績140,489㎏）




